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１．15年６月中間期の連結業績（平成15年１月１日～平成15年６月30日） 

(1) 連結経営成績     （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 

15年６月中間期 

14年６月中間期 

百万円   ％

7,751（ 78.0）

4,355（ 40.8）

百万円   ％

1,746（ 67.1）

1,045（ 52.1）

百万円   ％

1,687（ 106.5）

817（  14.8）

 

14年12月期 9,894     2,550     2,241      

 

 中間（当期）純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益

 

 

15年６月中間期 

14年６月中間期 

百万円 ％

416(  ― )

△ 105(  ― )

円 銭

411. 54

△ 1,062. 42

円 銭

409. 15

―

 

14年12月期 △ 3,276     △ 3,280. 33 ―  

(注) 1．持分法投資損益 15年６月中間期 △ 66百万円  14年６月中間期 △ 565百万円  14年12月期 △ 699百万円 

   2．期中平均株式数（連結） 15年６月中間期  1,011,256株  14年６月中間期 99,620株  14年12月期 998,910株 

   3．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 

   4．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本  
 

15年６月中間期 

14年６月中間期 

百万円 

34,561 

35,562 

百万円

30,710

33,414

％ 

88.9 

94.0 

円 銭

30,181. 92

333,836. 36

 

14年12月期 34,054 30,220 88.7 30,092. 66  

(注) 期末発行済株式数（連結） 15年６月中間期 1,020,017株  14年６月中間期 100,092株  14年12月期 1,004,241株 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高

 

 

15年６月中間期 

14年６月中間期 

百万円 

868 

444 

百万円

△ 1,601

3,996

百万円 

△ 61 

△ 86 

百万円

18,877

25,655

 

14年12月期 2,351 △ 3,286 △ 695 19,671  

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 18社  持分法適用非連結子会社数 ―社  持分法適用関連会社数 ６社 

 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結 (新規) １社 (除外) ―社    持分法 (新規) ―社 (除外) ―社 
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企業集団の状況 
 

(1) 事業の内容 

  当社の企業集団は、当社（楽天株式会社）、子会社18社及び関連会社６社によって構成されております。 

  当社グループは総合的なインターネットサービス企業グループとして、① ＥＣ（エレクトロニック・コマー

ス＝電子商取引）に関するサイト運営・サービス提供を行う【ＥＣ事業】、② インターネットへの「入り口」

の役割を担うポータルサイト運営などを行う【ポータル事業】、③ ブロードバンド向けサービス提供などイン

ターネットに関連する各種事業を行う【その他関連事業】を展開しております。 

  当社グループの主な事業内容及び当社と主な関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

また、次の事業区分は事業の種類別セグメント情報の事業区分と同一であります。 

 なお、事業区分の方法については、従来、【『楽天市場』事業】と【その他インターネット・サービス事

業】に区分しておりましたが、平成15年３月より当社グループ各事業の経営基盤強化を目的として事業カンパ

ニー制を導入したことを契機に、事業の類似性・関連性を再検討した結果、当中間期より【ＥＣ事業】・

【ポータル事業】・【その他関連事業】へと区分の見直しを行っております。 

 

① 【ＥＣ事業】 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

インターネット・ショッピング・モール（『楽天市場』）の運営 楽天(株) 

個人向けオークション・サイト（『楽天フリマ』）の運営 楽天(株) 

企業向けサービス取引市場（『楽天ビジネス』）の運営 楽天(株) 

インターネット上の書籍販売サイト（『楽天ブックス』）の運営 楽天ブックス(株) 

インターネット総合旅行サイト（『楽天トラベル』）の運営 楽天トラベル(株) 

オンラインチケット販売ＡＳＰ事業 楽天エンタープライズ(株) 

インターネット上のゴルフ場予約サービスの提供 (株)メディオポート 

 

② 【ポータル事業】 

提供する主要なサービス 主な事業主体 

検索機能などを備えたポータルサイト（『infoseek』）の運営 (株)インフォシーク 

検索機能などを備えたポータルサイト（『Lycos』）の運営 ライコスジャパン(株) 

インターネット上のグリーティングカードサービスの提供 ワイノット(株) 

オンライン対戦ゲームサイト（『Jgame.com』）の運営 (株)ジェイゲーム 

インターネット上のアクセス解析サービスなどの提供 (株)キープライム 

 

③ 【その他関連事業】 

提供する主要なサービス その他 

ＣＳ放送チャンネルの運営 楽天ティービー(株) 

ブロードバンド向けコンテンツ・ポータルサイト（『ShowTime』）の運営 (株)ショウタイム 

『ダイニング・ア・ラ・カード』などのクラブマーケティング事業 シグニチャージャパン(株) 

データベースを活用したマーケティングサービスの提供 ターゲット(株) 

アフィリエイトプログラム(成果報酬型広告)の運営 (株)トラフィックゲート 
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(2) 事業系統図 

 

【ＥＣ事業】
当社/連結子会社５社

持分法適用関連会社１社

☆ 楽天(株)
○ 楽天ブックス(株)

◎ 楽天トラベル(株)

◎ 楽天エンタープライズ(株)

◎ (株)メディオポート

他２社

【ポータル事業】 【その他関連事業】
連結子会社６社

持分法適用関連会社５社

◎ (株)インフォシーク ◎ 楽天ティービー(株)

◎ ライコスジャパン(株) ○ (株)ショウタイム

◎ ワイノット(株) ◎ シグニチャージャパン(株)

◎ (株)ジェイゲーム ◎ ターゲット(株)

◎ (株)キープライム ○ (株)トラフィックゲート

他２社 他６社

☆：当社

◎：連結子会社

○：持分法適用関連会社

ポータル事業カンパニー

( )連結子会社７社

ブックス・マーチャンダイジング事業カンパニー

トラベル・エンターテイメント事業カンパニー

ブロードバンド事業カンパニー

関連事業カンパニー

( )

( )

楽天事業カンパニー

トレーディング事業カンパニー

トラフィックの共有

システムの共有・相互連携

サービスの共有・相互連携
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経営方針 
 

1.  経営の基本方針 

当社はインターネット上におけるエレクトロニック・コマース（電子商取引、以下「ＥＣ」）のプラット

フォームの提供を通じて、我が国におけるＥＣを発展させることを目的に設立されました。インターネットは

今後さらに広く社会に浸透していくと考えられ、インターネットビジネスは加速度的に様々な方向へ向かって

発展していくものと予想されます。 
当社の経営の基本方針は、拡大するインターネットビジネスの主要分野において、質の高いサービスを提供

することにより取引先企業及び消費者の満足度を高め、我が国のインターネットビジネスの興隆を促進すると

ともに、収益力・成長力の面において成功モデルとなり、社会的にも経済的にも自らの価値を極大化すること

にあると考えております。 
 

2.  利益配分に関する基本方針 

当社の利益配分につきましては、企業価値の極大化を念頭に、健全な財務体質の維持及び積極的な事業展開

に備えるための内部留保の充実等を勘案しつつ、収益状況に応じた利益還元を行うことを基本方針としており

ます。 

また、当社では、当社を含むグループ会社役職員の業績向上に対する意欲や士気をいっそう高めることを目

的にストックオプションの付与を実施しております。これは、業績向上が株価に反映されることにより、役職

員の意欲や士気の向上が、株主の利益に直結することを意図したものであり、経営政策上重要な制度であると

考えております。 

 

3.  投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、より多くの投資家に投資していただきやすい環境を整備することを念頭に、平成12年４月の株式公

開以来、２度の株式分割を実施してまいりました。 

今後におきましても株式の流動性向上及び投資家層の拡大に資するべく、投資単位の引下げについては継続

的に検討してまいります。 

 

4.  中長期的な経営戦略 

当社はＥＣ運営システムを取引先企業に提供するアプリケーション・サービス・プロバイダーとして、『楽

天市場』出店企業から提供されるＥＣコンテンツの拡充を図ることで、消費者の『楽天市場』認知及び利用を

促進し、『楽天市場』内の流通総額を増加させてまいりました。 

インターネットの接続環境において、常時接続、高速接続が普及しＥＣの裾野が拡大するなか、当社及び当

社グループでは各社の経営資源を複合的に投入し、『楽天市場』内の流通総額の増大ならびに当社グループが

運営するサイトのメディア（媒体）価値の向上を通じ、グループ各社の収益基盤の強化を進めていくことを経

営戦略の中核に据えております。 

『楽天市場』内の流通総額の増大については、①『楽天市場』へのトラフィックの増大、②『楽天市場』に

おける購入率の向上、③『楽天市場』における購入額の上昇に結びつく具体的な施策を推進してまいります。

トラフィックの増大を図るために、ＥＣコンテンツに限らず、情報系・娯楽系コンテンツ及びコミュニティー

機能の拡充、さらに楽天グループ内のユーザーＩＤを統合し利便性の向上に努めてまいります。購入率の向上

ならびに購入額の上昇に結びつく施策については、決済機能の拡充や「楽天スーパーポイント」導入など、消

費者にとっての魅力を向上させ、消費者対応の充実などを実施してまいります。 

メディア価値の向上については、従来からのコンテンツの充実に加え、パソコンを経由するインターネット

接続に限らず、携帯電話、衛星放送などのインフラを通じたサービスへの対応を強化してまいります。さらに

当社グループ会社の連携を強化し、様々なサービスを融合して提供することによりさらなるメディア価値の向

上に努めてまいります。 

収益基盤の強化にあたっては、流通総額の増大ならびに当社グループが運営するサイトのメディア価値の向

上に伴って生じる収益機会を確実に捉えていくことにより対応してまいります。流通総額の増大に対しては、

流通金額に対する従量課金制の導入により当社収益への貢献を図り、メディア価値の向上に対しては、適正な

広告代金の設定により収益力の強化を図ります。なお、これらの施策によって得られた収益については、適宜、
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設備投資、マーケティングなどに振り向け、ＥＣの裾野の拡大を更に加速していく所存であります。 

 

5.  経営管理組織の整備等に関する施策 

当社では、コーポレートガバナンスのいっそうの充実に努めるとともに、環境の変化に即応して効率的に事

業を推進すべく柔軟な組織編成を行っております。 

取締役会については社外取締役４名が毎回出席し、業務執行状況の監督ならびに経営上の重要事項に関する

意思決定に参画しております。２名の社外監査役についても毎回取締役会に出席し、適宜、意見の表明を行う

とともに監査役会の充実に努めております。 

 

6.  対処すべき課題 

Ｂ２Ｃ（消費者向け電子商取引）の市場規模は、平成13年の約１兆５千億円から平成18年には約16兆円にま

で拡大するものと予想されております。また、ブロードバンド化、モバイル化がより一層進み、当社がサービ

スを提供する市場がますます拡大していくものと予想されます。 

このような環境のもと、当社は積極的なマーケティング施策とシステム開発戦略により、『楽天市場』にお

ける取引の増大を図り「楽天１兆円プロジェクト」を積極的に進めたいと考えております。 

積極的なマーケティングとして、『楽天市場』内において「アクセス数」「購買率」「購入単価」を各々を

上昇させるべく、本格的なモバイルコマースサイト「ＲＭＳ全商品モバイル対応サービス」を開始しモバイル

ユーザーの集客を強化しました。また、『楽天市場』を魅力的なものするためにポイントプログラム「楽天

スーパーポイント」を導入し、『楽天市場』を中心とした当社グループ会社の提供するサービスに利用できる

だけでなく、外部のポイントプログラムと連携するなどさらなる利便性の向上に努める所存であります。さら

に、『楽天市場』を中心とした当社グループ会社の提供するサービスにおいて楽天ＩＤを統合し、購買の管

理・レポート機能を充実したものへと進化させ集客力の強化を図ってまいります。 

一方、システム開発戦略においては、システム開発関連費用の流通総額に占める割合を監視・検証すること

により効率的なシステム開発に努めるとともに、アクセス数増加への対応、システムダウン率の低減などにも

努めてまいります。 

これらの施策を当社グループ全体で迅速かつ効率的に推進するために、権限委譲による意思決定の迅速化、

業務執行の責任と権限の明確化を図り、経営の機動性を確保するとともに効率的な牽制機能を充実させること

が必要であると考えております。そのため、執行役員制の導入、楽天グループ内のオフィスの統合などを進め、

経営の効率化を図るとともにコーポレート・ガバナンスの一層の強化に努める所存であります。 

 

7.  目標とする経営指標 

当社は、我が国のインターネットビジネスの興隆を促進するとともに、収益力・成長力の面において成功モ

デルとなり、社会的にも経済的にも自らの価値を極大化することに経営の基本方針としております。このため

売上高・利益の更なる成長を志向するのはもちろんのこと、今後数年内に当社グループ運営サイト内での流通

総額（商品・サービスの取扱高）を年額１兆円規模とすることを目標としております。 
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経営成績及び財政状態 
 

1.  当中間期の概況 

当中間連結会計期間においては、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨなどによるインターネットへの常時接続・高速接続の

急速な普及に後押しされ、一般消費者によるエレクトロニック・コマースは引き続き拡大基調で推移いたしま

した。 

このような状況のもと、当社グループとしては、『楽天市場』を中核にサイト内流通総額の極大化に向けた

「楽天１兆円プロジェクト」を推進し、トラフィック量・購買単価・購買率のそれぞれを増大させるための施

策に取り組んでまいりました。 

具体的には、今後より一層の拡大が見込まれるモバイル（携帯電話）経由のＥＣ強化のため、『楽天市場』

全商品の画像による表示対応を可能とするシステムを導入し利便性の向上を図りました。また、当社グループ

運営のＥＣサイトで共通して付与されるポイントプログラム（「楽天スーパーポイント」）に『楽天市場』内

の商品購入に際してポイントを支払手段として利用できる仮想通貨としての機能を追加するなど、ユーザーの

購買意欲向上を促進してまいりました。これら施策により『楽天市場』内における流通総額は大幅に伸張して

おります。 

さらに、当中間連結期間中の平成15年３月には組織を事業カンパニー制に再編するとともに執行役員制を導

入し、グループ内各社の連携強化・共通機能の統合によるシナジーの最大化を図ってまいりました。また、今

秋には、六本木ヒルズに事務所移転するとともにグループ各社が一箇所に集中することによってさらなるシナ

ジーの極大化に向けて取り組んでまいります。 

これらの結果、当中間連結会計期間における業績は、売上高7,751,275千円（前期比78.0％増）、営業利益

1,746,444千円（前期比67.1％増）、経常利益1,687,268千円（前期比106.5％増）となりました。また、シグニ

チャージャパン(株)やライコスジャパン（株）などの株式の追加取得に伴う連結調整勘定償却額（349,121千

円）や、ライコスジャパン（株）の事業再構築に係る費用（事業再構築損失：289,674千円）の計上、また、楽

天エンタープライズ(株)の(株)ビットウェイブからの営業譲受けによる営業権の償却（営業権償却額：95,238

千円）を行った結果、中間純利益は416,172千円（前期は105,838千円の中間純損失）となりました。 

キャッシュ・フローの状況としては、営業活動によるキャッシュ・フローは868,016千円の資金流入となり、

前中間連結会計期間（444,286千円の資金流入）に比べて95.4％の増加となりましたが、投資有価証券や子会社

株式の取得および有形・無形固定資産の取得などにより投資活動によるキャッシュ・フローが1,601,450千円の

資金流出となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払いなどにより61,159千円の

資金流出となりました。 

この結果、当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは794,437千円（前中間連結会計期間は4,296,524千円

の資金流入）の資金流出となりました。 

 

当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
平成14年12月期中間 平成14年12月期 平成15年12月期中間 

自己資本比率 94.0% 88.7% 88.9% 

時価ベースの自己資本比率 394.1% 267.2% 537.1% 

債務償還年数 ― ― ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ― ― ― 

（注）1．自己資本比率：自己資本／総資産 

   2．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   3．債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   4．インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

(1) 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

(2) 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

(3) 債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、有利子負債及び利払いの発生

がないため記載しておりません。 

 

 － 5 － 

 



 

2.  今後の見通し 

  当社及び当社グループ各社が属するインターネットビジネス業界は事業環境の変化が激しいため、業績の予

想を合理的に行うことが困難であります。しかしながら今後とも、急速に変化する環境の中で事業機会・収益

機会を的確に捉え、事業規模の拡大・収益構造の多角化を図り、企業価値の増大を目指してまいる所存であり

ます。 
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中間連結財務諸表等 
 

中間連結貸借対照表 

     (単位：千円)

前中間連結会計期間末 

平成14年６月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成15年６月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年12月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％ ％

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産    

 １ 現金及び預金  13,103,273 14,877,492  8,749,551 

 ２ 受取手形及び売掛金  1,142,760 2,237,204  1,678,633 

 ３ 有価証券  12,552,096 7,159,262  14,525,698 

 ４ その他  303,279 535,011  890,422 

貸倒引当金  △ 26,996 △ 67,622  △ 54,836 

  流動資産合計  27,074,412 76.1 24,741,348 71.6 25,789,470 75.7

Ⅱ 固定資産    

 １ 有形固定資産 ※1   

  （1）工具器具備品  1,987,023 2,409,520  2,544,357 

  （2）その他  168,505 295,466  210,584 

  有形固定資産合計  2,155,528 6.1 2,704,987 7.8 2,754,942 8.1

 ２ 無形固定資産  826,023 2.3 1,056,005 3.1 1,040,600 3.1

 ３ 投資その他の資産    

  （1）投資有価証券  4,139,598 2,134,437  2,656,586 

  （2）その他  1,400,264 3,963,150  1,842,018 

     貸倒引当金  △ 33,801 △ 38,086  △ 29,012 

  投資その他の資産合計  5,506,061 15.5 6,059,501 17.5 4,469,592 13.1

  固定資産合計  8,487,612 23.9 9,820,494 28.4 8,265,134 24.3

資産合計  35,562,025 100.0 34,561,842 100.0 34,054,604 100.0
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  (単位：千円)

前中間連結会計期間末 

平成14年６月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成15年６月30日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成14年12月31日現在 科目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 ％ ％  ％

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債    

 １ 買掛金  94,421 183,843  154,019 

 ２ 未払金及び未払費用  446,067 1,064,608  709,791 

 ３ 未払法人税等  408,387 703,242  1,042,191 

 ４ 前受金  1,003,718 1,350,139  1,350,087 

 ５ その他  135,010 489,051  360,643 

  流動負債合計  2,087,605 5.9 3,790,884 11.0 3,616,734 10.6

Ⅱ 固定負債  4,484 0.0 27,686 0.1 6,202 0.0

負債合計  2,092,090 5.9 3,818,571 11.0 3,622,936 10.6

（少数株主持分）       

 少数株主持分  55,419 0.1 32,394 0.1 211,367 0.6

（資本の部）    

Ⅰ 資本金  16,406,732 46.2 16,427,576 47.5 16,406,853 48.2

Ⅱ 資本剰余金  30,703,745 86.4 31,379,898 90.8 31,358,846 92.1

Ⅲ 利益剰余金  △ 13,788,859 △ 38.8 △ 16,679,130 △ 43.3 △ 16,959,772 △ 49.8

Ⅳ その他有価証券評価差額金  40,076 0.1 △ 201,074 △ 0.6 △ 369,763 △ 1.1

Ⅴ 為替換算調整勘定  55,218 0.1 56,335 0.2 56,208 0.2

Ⅵ 自己株式  △ 2,397 △ 0.0 △ 272,728 △ 0.8 △ 272,070 △ 0.8

資本合計  33,414,516 94.0 30,710,876 88.9 30,220,301  88.7

負債、少数株主持分及び資本合計 35,562,025 100.0 34,561,842 100.0 34,054,604 100.0
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中間連結損益計算書 

      (単位：千円) 

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 

至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 

要約連結損益計算書 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年12月31日 
科目 

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

   ％ ％  ％

Ⅰ 売上高   4,355,869 100.0 7,751,275 100.0  9,894,632 100.0

Ⅱ 売上原価   1,096,232 25.2 750,532 9.7  2,651,681 26.8

   売上総利益   3,259,637 74.8 7,000,743 90.3  7,242,951 73.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  2,214,430 50.8 5,254,299 67.8  4,692,177 47.4

   営業利益   1,045,207 24.0 1,746,444 22.5  2,550,774 25.8

Ⅳ 営業外収益     

 １ 受取利息  10,210 14,054  20,696 

 ２ その他  10,895 21,105 0.5 11,055 25,109 0.3 98,627 119,324 1.2

Ⅴ 営業外費用     

 １ 持分法による投資損失  224,095 66,950  358,427 

 ２ その他  25,055 249,150 5.7 17,335 84,285 1.1 69,780 428,207 4.3

   経常利益   817,162 18.8 1,687,268 21.8  2,241,891 22.7

Ⅵ 特別利益     

 １ 貸倒引当金戻入益  ―      3,408  ― 

 ２ 有価証券売却益  ― 999  ― 

 ３ 持分変動利益  338 338 0.0 ― 4,408 0.1 338 338 0.0

Ⅶ 特別損失     

１ 持分法による投資損失  340,914 ―  340,914 

２ 連結調整勘定償却額  ― 349,121  3,336,764 

３ 営業権償却額  ― 95,238  150,375 

４ 投資有価証券評価損  202,310 10,946  1,093,050 

５ 子会社株式評価損  111,606 ―  111,606 

６ 固定資産売却損 ※2 ― 20  7 

７ 固定資産除却損 ※3 5,307 75,316  18,521 

８ 事業再構築損失  ― 289,674  ― 

９ その他  3,736 663,875 15.3 19,321 839,638 10.8 141,760 5,192,999 52.5

税金等調整前中間（当期）純利

益又は純損失（△） 
 153,625 3.5 852,038 11.0 △2,950,769 △29.8

  法人税、住民税及び事業税  398,120 686,541  1,438,982 

  法人税等調整額  △140,476 257,643 5.9 △198,952 487,589 6.3 △1,117,278 321,703 3.3

  少数株主利益又は損失（△）   1,820 0.0 △51,723 △0.7 4,279 0.0

  中間（当期）純利益又は純損失（△）   △105,838 △2.4 416,172 5.4  △3,276,752 △33.1
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中間連結剰余金計算書 

   (単位：千円)

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 

至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年12月31日 科目 

金額 金額 金額 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高 30,686,711 31,358,846  30,686,711

Ⅱ 資本剰余金増加高       
 １ 新株引受権行使による新株の発行 17,034 21,052  17,157 

２ 株式交換による新株の発行 ― 17,034 ― 21,052 688,831 705,989

Ⅲ 資本剰余金減少高     

１ 自己株式処分差損 ― ― ― ― 33,854 33,854

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）残高 30,703,745 31,379,898  31,358,846

   

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △13,554,574 △16,959,772  △13,554,574

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１ 中間純利益 ― ― 416,172 416,172 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１ 中間（当期）純損失 105,838 ―  3,276,752 

２ 配当金 123,446 125,530  123,446 

３ 役員賞与 5,000 234,285 10,000 135,530 5,000 3,405,198

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高 △13,788,859 △16,679,130  △16,959,772
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中間連結キャッシュ・フロー計算書 

   (単位：千円)

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日
至 平成14年６月30日

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・フロー計算書
自 平成14年１月１日
至 平成14年12月31日科目 

金額 金額 金額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

   税金等調整前中間（当期）純利益又は純損失（△） 153,625 852,038 △ 2,950,769

   連結調整勘定償却額 ― 349,121 3,336,764

   持分法による投資損失 565,009 66,950 699,341

   営業権償却額 ― 95,238 150,375

   減価償却費 352,448 665,308 965,861

   固定資産売却損 ― 20 7

   固定資産除却損 5,307 75,316 18,521

   有価証券売却益 ― ― △ 2,400

   有価証券売却損 ― ―  12,337

   投資有価証券評価損 202,310 10,946 1,093,050

   子会社株式評価損 111,606 ― 111,606

   受取利息 △ 10,210 △ 14,054 △ 20,696

   その他の損益調整 26,172 96,625 52,903

   売上債権の増減額 △ 333,809 △ 558,570 △ 577,261

   未払金及び未払費用の増減額 △ 40,660 251,385 70,146

   前受金の増減額 △ 15,518 51 260,000

   その他 20,045 3,129 146,863

    小計 1,036,327 1,893,507 3,366,651

   法人税等の支払額 △ 592,041 △ 1,025,491 △ 1,015,566

  営業活動によるキャッシュ・フロー 444,286 868,016 2,351,085

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

   有価証券の取得による支出 ― △ 1,915,433 △ 3,610,199

   有価証券の売却・償還による収入 5,585,903 2,348,000 5,585,903

   投資有価証券の取得による支出 △ 692,720 △ 487,425 △ 921,720

   投資有価証券の売却による収入 ― 1,000 ―

   連結子会社株式の取得による支出 △ 214,700 △ 488,281 △ 2,107,443

   営業譲受による支出 ― △ 142,857 △ 150,375

   有形固定資産の取得による支出 △ 515,587 △ 333,494 △ 1,575,345

   無形固定資産の取得による支出 △ 159,525 △ 256,353 △ 434,663

   出資金の減少による収入 ― 946,458 ―

   その他 △ 17,486 △ 1,297,224 △ 89,682

   利息及び配当金の受取額 10,139 24,160 16,933

  投資活動によるキャッシュ・フロー 3,996,022 △ 1,601,450 △ 3,286,594

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

   株式の発行による収入 35,733 41,444 35,975

   自己株式の取得による支出 △ 735 △ 657 △ 609,452

   配当金の支払額 △ 121,633 △ 101,946 △ 122,141

  財務活動によるキャッシュ・フロー △ 86,635 △ 61,159 △ 695,618

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 57,149 155 △ 56,161

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 4,296,524 △ 794,437 △ 1,687,287

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 21,358,844 19,671,556 21,358,844

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 25,655,369 18,877,119 19,671,556
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数  10社 

連結子会社は、次のとお

りであります。 

㈱インフォシーク 

楽天トラベル㈱ 

楽天ティービー㈱ 

ターゲット㈱ 

Rakuten USA,Inc. 

楽天インベストメント㈱ 

楽天デリバリー㈱ 

㈱ビズシーク 

㈱ジェイゲーム 

㈱フープス 

楽天インベストメント投

資事業組合(民法上の任意

組合)については、当社グ

ループの持分割合が過半数

を超えており子会社に該当

しますが、投資事業として

の出資であり、中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結の範

囲に含めておりません。 

㈱アクトクリエイション

については、前連結会計年

度においては持分法適用の

関連会社であり、平成14年

２月の株式追加取得により

当社グループの持分割合が

過半数を超えたため子会社

に該当しておりますが、同

社は事業継続が著しく困難

な状況にあり平成14年９月

12日に解散を決議したこと

から、支配力が実質的に及

ばないため連結の範囲より

除外しております。 

 

連結子会社の数  18社 

連結子会社は、次のとお

りであります。 

㈱インフォシーク 

ライコスジャパン㈱ 

ワイノット㈱ 

㈱ジェイゲーム 

㈱コミュニケーション 

オンライン

㈱キープライム 

㈱サイドビーネットワーク

楽天トラベル㈱ 

楽天デリバリー㈱ 

㈱メディオポート 

㈱ビズシーク 

楽天ティービー㈱、 

ターゲット㈱ 

楽天インベストメント㈱ 

Rakuten USA,Inc. 

シグニチャージャパン㈱ 

ファインワイン㈱ 

㈱ガイ・コミュニケーショ

ンズ

㈱ガイ・コミュニケー

ションズについては、平成

15年２月３日付けで㈱キー

プライムから分社化し当社

の連結子会社となったもの

であります。 

連結子会社の数  17社 

連結子会社は、次のとお

りであります。 

㈱インフォシーク 

ライコスジャパン㈱ 

ワイノット㈱ 

㈱ジェイゲーム 

㈱コミュニケーション 

オンライン

㈱キープライム 

㈱サイドビーネットワーク

楽天トラベル㈱ 

楽天デリバリー㈱ 

㈱メディオポート 

㈱ビズシーク 

楽天ティービー㈱、 

ターゲット㈱ 

楽天インベストメント㈱ 

Rakuten USA,Inc. 

シグニチャージャパン㈱ 

ファインワイン㈱ 

㈱サイドビーネットワー

ク、ワイノット㈱の２社に

ついては、平成14年９月30

日を当社による支配獲得日

とみなして、仮決算を実施

し、連結財務諸表を作成し

ております。したがって、

当連結会計年度の連結損益

計算書及び連結キャッ

シュ･フロー計算書には、

当該２社の平成14年10月１

日から同年12月31日までの

３ヶ月間の損益取引及び資

金取引が含まれておりま

す。 

ライコスジャパン㈱、㈱

コミュニケーションオンラ

イン、㈱キープライム、㈱

メディオポート、シグニ

チャージャパン㈱、ファイ

ンワイン㈱の６社について

は、平成14年12月31日を当

社による支配獲得日とみな

して連結財務諸表を作成し

ております。したがって、

当該６社につきましては平

成14年12月31日現在の貸借

対照表のみを連結しており

ます。なお、ファインワイ

ン㈱は、シグニチャージャ

パン㈱の100%子会社であり

ます。 

シグニチャージャパン㈱

については、前連結会計年

度は持分法適用会社でした
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

   

が、追加取得により当連結
会計年度において連結子会
社となっております。 
 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1)持分法適用の関連会社数

       ７社 

持分法を適用している関

連会社は、次のとおりであ

ります。 

楽天ブックス㈱ 

インデックスデジタル㈱

テクマトリックス㈱ 

シグニチャージャパン㈱

㈱ショウタイム 

㈱トラフィックゲート 

㈱ネクスト 

㈱ネクストは、平成14

年１月の株式譲受及び第

三者割当増資の引受によ

り当社の持分法適用の関

連会社となったものであ

ります。 

 

 (2) 持分法を適用してい

ない非連結子会社及び

関連会社 

楽天インベストメント

投資事業組合(非連結子

会社)は、中間連結純損

益及び利益剰余金に及ぼ

す影響が軽微であるた

め、持分法の適用範囲か

ら除いております。 

なお、同組合に対する

出資金の会計処理は、組

合の最近の財務諸表に基

づき、持分相当額を純額

で投資その他の資産の

「その他」(出資金)とし

て計上する方法によって

おります。 

 

(1)持分法適用の関連会社数

      ６社 

持分法を適用している関

連会社は、次のとおりであ

ります。 

楽天ブックス㈱ 

インデックスデジタル㈱

テクマトリックス㈱ 

㈱ショウタイム 

㈱トラフィックゲート 

㈱ネクスト 

(1)持分法適用の関連会社数

      ６社 

持分法を適用している関

連会社は、次のとおりであ

ります。 

楽天ブックス㈱ 

インデックスデジタル㈱

テクマトリックス㈱ 

㈱ショウタイム 

㈱トラフィックゲート 

㈱ネクスト 

㈱ネクストは、平成14

年１月の株式譲受及び第

三者割当増資の引受によ

り当社の持分法適用の関

連会社となったものであ

ります。 

 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等に関

する事項 

すべての連結子会社の中

間決算日は、中間連結決算

日と一致しております。 

 

同左 すべての連結子会社の事

業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

償却原価法 

② その他有価証券 

時価あるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

注入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原

価法 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

② その他有価証券 

時価あるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

有価証券 

① 満期保有目的の債券 

同左 

② その他有価証券 

時価あるもの 

期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本注入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法を採用

しております。 

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につい

ては定額法を採用してお

ります。 

耐用年数および残存価

額については、法人税法

に規定する方法と同一の

基準によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

①有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しており

ます。耐用年数について

は、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっ

ております。 

ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 (3)重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別に回収可能性を検討し

回収不能見込額を計上し

ております。 

 

(3)重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

同左 

(3)重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

 (5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税

の会計処理は主として税

抜方式によっておりま

す。 

 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理 

同左 

 

 

 

「マージン売上」の計上

基準 

商品等の取扱高（流通総

額）に比例して利用料が計

算される「マージン売上」

のうちキャンセル受付期間

が設定されている取引につ

いては、取引発生時にキャ

ンセル発生見込額を控除し

た取引高に対する利用料を

売上として計上しておりま

す。 

なお、キャンセル発生見

込額はキャンセル発生実績

率に基づき算出しておりま

す。 

 

キャンセル受付期間完了前

売上高    214,466千円 

 

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計算書(連

結キャッシュ・フロー

計算書)における資金の

範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 
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会計処理の変更 

前中間連結会計期間 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

                
 

1.売上計上基準の変更 

従来、商品等の取扱高（流通総

額）に比例して利用料が計算される

「マージン売上」のうちキャンセル

受付期間が設定されている取引につ

いてはキャンセル受付期間完了時に

売上高を計上しておりましたが、当

中間連結会計期間より取引発生時に

売上計上する方法に変更しておりま

す。 

この変更は、従量課金制度の本格

導入などビジネスモデルの変更及び

流通総額の増加により、取引発生時

に売上高を認識することが利害関係

人に対する情報提供ならびに経営管

理の観点から有用であると判断した

こと及びキャンセル発生の実績が把

握できる体制になったことにより実

施したものであります。 

この変更により、従来の方法に比

較して売上高、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益はそれ

ぞれ214,466千円増加しております。

 

              

 

 

 2.システム関連費用の計上区分の変

更 

従来、各種システムの構築及び維

持更新に係る労務費及び経費につい

ては売上原価として計上しておりま

したが、当中間連結会計期間より販

売費及び一般管理費に計上する方法

に変更しております。 

これは、従量課金制度の本格導入

などにより流通総額増加のために、

システムの構築及び維持更新に係る

活動も販売戦略の一環として位置付

けられ、販売費及び一般管理費と密

接かつ一体不可分となったことを考

慮し、より適正な利益管理を実施す

るために行ったものであります。 

この変更により、従来の方法に比

較して売上総利益は1,729,191千円増

加しておりますが、営業利益、経常

利益、税金等調整前中間純利益に与

える影響はありません。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 
自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（金融商品会計） 

当連結会計年度より金融商品に係

る会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成11年１月22日））

を適用しております。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比較

して、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益は13,979千円少なく計

上されております。 

また、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、１年以内に

満期の到来するもの及び預金と同様

の性格を有するものは流動資産の有

価証券として、それら以外のものは

投資有価証券として表示しておりま

す。これによる有価証券と投資有価

証券の間の振替額はありません。 

 

（ 外貨建取引等会計処理） 

当連結会計年度より改訂後の外貨

建取引等会計処理基準（「外貨建取

引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（企業会計審議会 平成11年

10月22日））を適用しております。

この変更による損益への影響額はあ

りません。 

また、前連結会計年度において

「負債の部」に計上しておりました

「為替換算調整勘定」は連結財務諸

表規則の改正により、「資本の部」

に含めて計上しております。 

 

（資本の部の表示方法） 

当中間連結会計期間末より、「中

間連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則の一部を改正す

る内閣府令」（平成14年３月26日内

閣府令第12号）附則第２項ただし書

きに基づき、資本の部は、資本金、

資本剰余金、利益剰余金及びその他

の科目をもって記載しております。

なお、資本準備金は資本剰余金に含

めて表示しております。 

         

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１株当たり情報） 

当中間連結会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用基

金第４号）を摘要しております。 

なお、同会計基準及び適用指針の

適用に伴う影響については、（１株

当たり情報）注記事項に記載のとお

りであります。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

平成14年６月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成15年６月30日現在 

前連結会計年度末 

平成14年12月31日現在 

※1．有価固定資産の減価償却累計額 

909,722千円 

※1．有価固定資産の減価償却累計額 

1,729,677千円 

※1．有価固定資産の減価償却累計額 

 1,221,683千円 

 

2．偶発債務 

   次の関係会社のリースに対し

て債務保証を行っております。 

   楽天ブックス(株) 

150,000 千円 

2．偶発債務 

   次の関係会社のリースに対し

て債務保証を行っております。 

   楽天ブックス(株) 

136,529 千円 

2．偶発債務 

   次の関係会社のリースに対し

て債務保証を行っております。 

   楽天ブックス(株) 

159,262千円 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりであります。 

(1) 広告宣伝費     104,198千円 

(2) 販売促進費      68,338千円 

(3) 給料手当      604,565千円 

(4) 地代家賃       97,077千円 

(5) 減価償却費      102,722千円 

 

 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりであります。

(1) 広告宣伝費及び販売促進費 

574,435千円 

(2) 人件費      1,893,639千円 

(3) 減価償却費     665,308千円 

(4) 通信費及び保守費  623,963千円 

(5) 委託費及び外注費  733,872千円 

 

 

※1.販売費及び一般管理費のうち主要な

費目及び金額は次のとおりであります。

(1) 広告宣伝費     220,929千円 

(2) 販売促進費     175,017千円 

(3) 給料手当     1,197,258千円 

(4) 賞与        274,480千円 

(5) 地代家賃      199,718千円 

(6) 減価償却費     238,010千円 

(7) 貸倒引当金繰入額   47,439千円 

 

※2．          ※2．固定資産売却損の内訳は次のとお

りであります。 

工具器具備品      20千円

 

※2．固定資産売却損の内訳は次のとおり

であります。 

工具器具備品       7千円 

 

※3．固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 

   工具器具備品     5,307千円 

 

※3．固定資産除却損の内訳は次のとお

りであります。 

建物           389千円

工具器具備品     2,298千円

ソフトウェア   72,628千円

計        75,316千円

※3．固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 

建物        1,244千円 

工具器具備品     7,517千円 

ソフトウェア    9,766千円 

計        18,528千円 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

1．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

（平成14年６月30日現在） 

1．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

（平成15年６月30日現在）

1．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成14年12月31日現在）

 現金及び預金勘定 13,103,273千円   現金及び預金勘定 14,877,492千円 現金及び預金勘定 8,749,551千円

 有価証券勘定 12,552,096千円   有価証券勘定 7,159,262千円 有価証券勘定 14,525,698千円

 満期日または償還

日までの期日が

３ヵ月を超える有

価証券等 

―     

 

 

満期日または償還

日までの期日が

３ヵ月を超える有

価証券等 

△ 3,159,635千円

満期日または償還

日までの期日が

３ヵ月を超える有

価証券等 

△ 3,603,693千円

 計 25,655,369千円   計 18,877,119千円 計 19,671,556千円
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

1．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

1．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

1．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引（借主側） 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 
取 得 価 額

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

中間期末 

残 高 

相 当 額 

千円 千円 千円 
機械 

装置 3,300 3,245 55 

工具 

器具 

備品 
8,213 6,619 1,593 

合計 11,513 9,864 1,648 

 

 

 
取 得 価 額

相 当 額

減価償却

累 計 額

相 当 額

中間期末

残 高

相 当 額

千円 千円 千円工具

器具

備品
83,165 46,776 36,398

 
取 得 価 額

相 当 額 

減価償却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末

残 高

相 当 額

千円 千円 千円工具

器具

備品
86,228 37,300 48,927

 

（2） 未経過リース料中間期末残高相当額 （2） 未経過リース料中間期末残高相当額 （2） 未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 内  1,509千円 

１ 年 超   285千円 

合   計  1,795千円 

 

１ 年 内  24,897千円 

１ 年 超   12,843千円 

合   計  37,741千円 

 

１ 年 内    24,974千円 

１ 年 超   25,272千円 

合   計   50,246千円 

 

（3）支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料    1,692千円 

減価償却費相当額  1,501千円 

支払利息相当額     58千円 

 

支払リース料    13,409千円 

減価償却費相当額  12,528千円 

支払利息相当額      903千円 

 

支払リース料     4,945千円 

減価償却費相当額   4,422千円 

支払利息相当額     358千円 

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存期

間を零とする定額法によっておりま

す。 

 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

 

（5）利息相当額の算定方法 

同  左 

（5）利息相当額の算定方法 

同  左 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間（平成14年６月30日現在） 

1. 時価のある有価証券                                 （単位：千円） 

 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 
計      上      額 

差    額 

その他有価証券 
(1) 株          式 

 
1,437,505 

 
1,511,800 

 
74,295 

(2) 債          券 － － － 
国債・地方債等 － － － 
社          債 － － － 
そ    の    他 － － － 

(3) そ    の    他 － － － 
計 1,437,505 1,511,800 74,295 

 

2. 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

         （単位：千円） 

 
中間連結貸借対照表 
計      上      額 

摘      要 

(1) 満期保有目的の債券 －  
(2) その他有価証券   

関連会社株式 1,046,439  
非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,566,358  
ＭＭＦ・ＦＦＦ等 12,552,096  

 

 

当中間連結会計期間（平成15年６月30日現在） 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの  （単位：千円）

種  類 
中間連結貸借対照表

計上額 
時  価 差  額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

国債・地方債等 

社   債 

そ の 他 

－

2,259,635

－

－ 

2,261,780 

－ 

－

2,144

－

小   計 2,259,635 2,261,780 2,144

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの    

国債・地方債等 

社   債 

そ の 他 

－

1,900,018

－

－ 

1,898,860 

－ 

－

 △ 1,158

－

小   計 1,900,018 1,898,860 △ 1,158

合   計 4,159,653 4,160,640 986
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2. その他有価証券で時価のあるもの   （単位：千円）

種  類 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株   式 

債   券 

そ の 他 

－

－

－

－ 

－ 

－ 

－

－

－

小   計 － － －

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

株   式 

債   券 

そ の 他 

1,437,505

－

－

1,087,600 

－ 

－ 

△ 349,905

－

－

小   計 1,437,505 1,087,600 △ 349,905

合   計 1,437,505 1,087,600 △ 349,905

 

3. 時価評価されていない有価証券の主な内容 （単位：千円） 

 中間連結貸借対照表 

計上額 

満期保有目的の債券 

 コマーシャルペーパー 

 割引金融債 

その他有価証券 

 関連会社株式 

 非上場株式（店頭売買株を除く） 

 ＭＭＦ・ＦＦＦ等 

2,999,608

700,666

757,058

845,502

0

 

4. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

（単位：千円）

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

債券    

コマーシャルペーパー 2,999,608 － － －

社債 3,458,986 － － －

割引金融債 700,666 － － －

合  計 7,159,262 － － －
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前連結会計年度（平成14年12月31日現在） 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの  （単位：千円）

種  類 
連結貸借対照表 

計上額 
時  価 差  額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

国債・地方債等 

社   債 

そ の 他 

－

1,001,417

－

－ 

1,002,000 

－ 

－

582

－

小   計 1,001,417 1,002,000 582

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの    

国債・地方債等 

社   債 

そ の 他 

－

1,804,323

－

－ 

1,796,050 

－ 

－

△ 8,273

－

小   計 1,804,323 1,796,050 △ 8,273

合   計 2,805,741 2,798,050 △ 7,691

 

2. その他有価証券で時価のあるもの   （単位：千円）

種  類 取 得 原 価 
連結貸借対照表 

計上額 
差  額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

株   式 

債   券 

そ の 他 

－

－

－

－ 

－ 

－ 

－

－

－

小   計 － － －

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないも

の    

株   式 

債   券 

そ の 他 

1,437,505

－

－

793,420 

－ 

－ 

△ 644,085

－

－

小   計 1,437,505 793,420 △ 644,085

合   計 1,437,505 793,420 △ 644,085

 

3. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：千円） 

売却額 売却益 売却損 

5,585,903 2,400 12,337 

 

4. 時価評価されていない有価証券の主な内容 （単位：千円） 

 連結貸借対照表 

計上額 

満期保有目的の債券 

 コマーシャルペーパー 

 割引金融債 

その他有価証券 

 関連会社株式 

 非上場株式（店頭売買株を除く） 

 ＭＭＦ・ＦＦＦ等 

999,871

797,952

766,507

852,659

9,922,133
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5. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

（単位：千円）

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

債券  

コマーシャルペーパー 999,871 － － －

社債 2,805,741 － － －

割引金融債 797,952 － － －

合  計 4,603,565 － － －

 

 

（デリバティブ取引関係） 

 

前中間連結会計期間（自 平成14年１月１日  至 平成14年６月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間において該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間（自 平成15年１月１日  至 平成15年６月30日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間連結会計期間において該当事項はありません。 

 

前連結会計年度（自 平成14年１月１日  至 平成14年12月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当連結会計年度において該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

1.  事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成14年１月１日  至 平成14年６月30日）                            （単位：千円） 

 ＥＣ事業 
ポータル 

事業 

その他 

関連事業 
計 

消去又は 

全社 
連結 

売上高      

外部顧客に対する売上高 3,301,637 707,050 347,181 4,355,869 ― 4,355,869

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
37,487 203,262 16,709 257,459 (257,459) ―

計 3,339,125 910,312 363,891 4,613,329 (257,459) 4,355,869

営業費用 2,447,651 833,614 287,923 3,659,190 (258,527) 3,310,662

営業利益 891,473 76,698 75,967 1,044,139 1,068 1,045,207

 

当中間連結会計期間（自 平成15年１月１日  至 平成15年６月30日）                            （単位：千円） 

 ＥＣ事業 
ポータル 

事業 

その他 

関連事業 
計 

消去又は 

全社 
連結 

売上高      

外部顧客に対する売上高 5,276,952 1,578,051 896,271 7,751,275 ― 7,751,275

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
18,940 314,279 332,405 665,624 (665,624) ―

計 5,295,893 1,892,330 1,228,676 8,416,900 (665,624) 7,751,275

営業費用 3,717,442 1,817,906 1,134,324 6,669,672 (664,841) 6,004,831

営業利益 1,578,450 74,424 94,351 1,747,227 (783) 1,746,444

 

前連結会計年度（自 平成14年１月１日  至 平成14年12月31日）                               （単位：千円） 

 ＥＣ事業 
ポータル 

事業 

その他 

関連事業 
計 

消去又は 

全社 
連結 

売上高      

外部顧客に対する売上高 7,527,055 1,642,653 724,923 9,894,632 ― 9,894,632

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
60,480 392,670 82,295 535,444 (535,444) ―

計 7,587,535 2,035,323 807,218 10,430,077 (535,444) 9,894,632

営業費用 5,383,525 1,875,417 621,542 7,880,485 (536,627) 7,343,858

営業利益 2,204,010 159,905 185,675 2,549,591 1,182 2,550,774

 

（注） 

1. 各セグメントに属する主要なサービスの内容等については、「企業集団の状況」に記載しております。 

2. 平成15年３月より当社グループ各事業の経営基盤強化を目的として事業カンパニー制を導入したことに伴い、

当中間連結会計期間よりセグメント区分の見直しを行っております。なお、前中間連結会計期間及び前連結会

計年度の数値についても変更後のセグメント区分に組み替えて記載しております。 

 

2.  所在地別セグメント情報 

前中間連結期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦の売上高の全セグメントの売上高の

合計に占める割合はいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

3.  海外売上高 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高はいずれも連結売上高の

10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 － 25 － 

 



（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年６月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 
至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年１月１日 
至 平成14年12月31日 

１株当たり 

純資産額 
333,836円36銭

 

１株当たり 

純資産額 
30,181円92銭

 

１株当たり 

純資産額 
30,092円66銭

 

１株当たり 

中間純損失 
1,062円42銭

 

１株当たり 

中間純利益 
411円54銭

 

１株当たり 

中間純損失 
3,280円33銭

 

 
潜在株式調整後１株

当たり中間純利益 
409円15銭

 

 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、当中間連結会計期間末

において新株引受権の残高があります

が、１株当たり当期純損失が計上され

ているため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、当連結会計年度末

において新株引受権の残高がありま

すが、１株当たり当期純損失が計上

されているため記載しておりませ

ん。 

 （追加情報） 

当中間連結会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用基

金第４号）を摘要しております。 

 

 

 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、下記の

とおりであります。                                  （単位：千円、株） 

項目 

前中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日

至 平成14年６月30日

当中間連結会計期間 

自 平成15年１月１日 

至 平成15年６月30日 

前連結会計年度 

自 平成14年１月１日

至 平成14年12月31日

中間（当期）純利益 ― 416,172 ―

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

普通株式に係る中間（当期）純利益 ― 416,172 ―

普通株式の期中平均株式数 ― 1,011,256 ―

中間（当期）純利益調整額 ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に用いられた普通株式増加数の主な内訳 

 新株予約権 ―

 

 

32,678 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益の算定に含まれなかった潜

在株式 

 新株予約権 ―

 

 

 

13,445 ―
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（生産、受注及び販売の状況） 

1.  生産実績 

当社グループは、インターネット上での各種サービスの提供を主たる事業としており、生産に該当する事項が

ないため、生産実績に関する記載はしておりません。 

 

2.  受注実績 

当社グループは、受注生産を行っておりませんので、受注実績に関する記載はしておりません。 

 

3.  販売実績 

当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの販売実績は、次のとおりであります。 

(単位：千円) 

 
事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 前 年 同 期 比 

Ｅ Ｃ 事 業 5,276,952 59.8％ 

ポ ー タ ル 事 業 1,578,051 123.2％ 

そ の 他 関 連 事 業 896,271 158.2％ 

合    計 7,751,275 78.0％ 

（注）1.  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2.  当社単体ベースの品目別販売実績の推移は次のとおりであります。 

品目別販売実績（当社単体ベース） 

（単位：千円） 

前中間会計期間 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年６月30日 

当中間会計期間 

自 平成15年１月１日 

至 平成15年６月30日 

前事業年度 

自 平成14年１月１日 

至 平成14年12月31日 
品  目 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

出 店 料 売 上 1,674,638 51.8％ 1,979,361 38.2％ 3,516,661 47.8％

マージン売上 421,718 13.1％ 1,365,000 26.3％ 1,217,951 16.6％

広 告 売 上 929,031 28.8％ 1,470,161 28.3％ 2,134,551 29.0％

そ の 他 売 上 204,524 6.3％ 372,951 7.2％ 481,901 6.6％

合  計 3,229,913 100.0％ 5,187,475 100.0％ 7,351,065 100.0％

（注）1.  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

2. 各品目に含まれる主な売上の内容 

出店料売上 
『楽天市場』出店料（固定部分）、『楽天ビジネス』出展料（同） 

モバイルコマースサービスシステム利用料（同） 

マージン売上

「楽天スタンダード・楽天ライト」システム利用料（従量部分）、共同購入サービ

ス利用料、モバイルコマースサービスシステム利用料（従量部分） 

『楽天フリマ』利用料、『楽天トラベル』利用料 

広告売上 バナー広告、メール広告 

その他売上 楽天大学受講料、決済物流関連の手数料収入 

 

 


